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研究の背景

背景・目的

自治体戦略2040構想研究会（2040研究会）
65歳以上の人口がピークになる令和22年（2040年）頃を見据えた自治体の持続可能
な行政サービス提供について検討

➡ 東京圏の課題として、以下の視点を指摘
• 急速な高齢化による医療・介護サービス供給体制の不足
• 人口急増期に集中的に整備した公共施設・インフラの老朽化
• 首都直下地震が発生した場合の広域的な避難体制

特別区における人口動態を踏まえ、2040研究会における指摘に基づき、特別区の視点から
考察、特別区特有の課題やその対策について検討・整理

今年度、特別区における将来人口推計及び特別区に関する各種基礎データの収集、各分
野の行政課題について特別区の視点から分析、整理

研究の目的



2.特別区における人口推計
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特別区における人口推計
• 令和17年（2035年）頃に約977万人で人口のピークを迎える一方、令和37年

（2055年）頃に高齢者人口のピークを迎える

出所：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成30（2018）年推計）」を基に日本総研作成

特別区における総人口推計
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特別区における人口推計
• 平成27年（2015年）から令和37年（2055年）における人口の増減では、半数以上

の区で15～74歳人口が減少しかつ75歳以上人口が急増
• 75歳以上人口では、都心3区に加え、5区で2倍以上の急増

出所：本調査研究における人口推計を基に日本総研作成

特別区における人口の増減率
（2015年～2055年比較）

特別区における75歳以上人口指数
（2055年）の分布

（2015年＝100）



3.個別分野の課題



3.1 子育て・教育
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子育て・教育

子育て

教 育

5歳未満人口は平成27年（2015年）から令和37年(2055年)
にかけて約1割の減少
• 保育ニーズ（幼稚園ニーズ+保育所ニーズ）への影響
➡ 特別区においては保育ニーズは大きくは減少しない
➡ 女性の就業率および保育利用率の上昇を受け増加、横ばい

＊特別区を除く地域では既存施設の「カットバックマネジメント」
＊特別区においては、社会情勢の変化を「バックキャスティング」

（多様化する保育ニーズに対する柔軟な対応）

初等・中等教育
• 5～14歳人口も令和37年（2055年）に向けてほぼ横ばい
➡ 特別区においては、公立小中学校の統廃合よりも、必要十分な

教員数の確保とその質の担保
高等教育
• 特別区では、大学進学者数は増加するが、全国的な18歳人口の
減少により地方から特別区内の大学への進学者が減少
➡ 大学側の柔軟な対応など、大学経営にとっては重要課題
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子育て
• 特別区においては、社会情勢の変化を「バックキャスティング」、多様化する保育ニーズに

対していかに柔軟に対応するかが鍵
➡ 乳幼児人口のピークは、全国的なトレンドと20年のタイムラグ

特別区を除く地域では、乳幼児人口の減少に対する既存施設のカットバックマネジメントが重要

出所：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口(平成30（2018）年推計)」を基に日本総研作成

【5歳未満人口推計】
特別区 全 国
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教育－18歳人口
• 特別区における18歳人口は令和17年（2035年）をピーク令和37年（2055年）まで

横ばいだが、全国的に18歳人口は減少傾向、地方から特別区内の大学へと進学する者の
数が減少

出所：本調査における人口推計データを基に日本総研作成

特別区における18歳人口推計 特別区における大学進学者数の推計
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（参考）

出所：リクルート進学総研「18歳人口推移、大学・短大・専門学校進学率、地元残留率の動向2018」



3.2 医療・介護
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医療・介護

高齢者

医療・介護

高齢者人口の増加
• 「2040研究会」でも指摘、特別区は「若者を吸収しつつ老いていく」
➡ 令和37年（2055年）に高齢者が約30％のピークを迎える
➡ ピーク時、高齢者人口は約300万人

• 平均寿命と健康寿命の同時に延伸（後期高齢者の増加）
➡ 認知機能の低下と認知症を罹患する高齢者の増加
➡ 日常生活に援助を要する高齢者数の増加
➡ 看取りを含めた長期にわたり医療・介護の提供体制の構築

高度急性期・急性期医療の需要の高まり
• 特別区内に高度な医療を提供することが可能な施設が集積、他の
地域からの広範におよぶ患者の受け入れ

新規の公共施設等整備
• 若者が微減、高齢者が大幅に増加
＊ 在宅医療の促進
＊ 終末期医療提供体制の整備
＊ 膨大な介護需要を満たすためのサービス提供体制の構築、維持
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高齢者人口推移
• 特別区の高齢者人口について注目するべきは、その人口に占める割合ではなく、ピークを迎え

る令和37年（2055年）における約300万人もの高齢者数そのもの

出所：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口(平成30（2018）年推計)」を基に日本総研作成

特別区における65歳以上人口推計
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医療需要
• 特別区では、高度急性期・急性期医療の需要への高まり

➡ 特別区では、高度な医療を提供することが可能な施設が集積、他の地域からの広範な高度
急性期・急性期患者の受け入れに寄与

出所：日本医師会「地域医療情報システム」を基に日本総研作成

2025年東京都における患者数推計に
基づく機能分類ごとの構成比 東京都における医療・介護需要指数の推移

出所：東京都「東京都地域医療構想（平成28年7月）」を基に日本総研作成
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介護需要
• 介護職員の人手不足は深刻

➡ 令和37年（2055年）、東京都において、およそ15万人の介護職員が不足
➡ 300万人を超える高齢者を抱える特別区にとって、極めて危機的な状況

出所：東京労働局「職種別有効求人・求職状況」を基に日本総研作成

東京都における介護職員の需要・供給結果の比較 特別区における介護職の有効求人倍率の推移

出所：東京都「東京都高齢者保健福祉計画
（平成27年度～平成29年度）」を基に日本総研作成
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今後の課題
• 特別区においては、医療ニーズ、介護ニーズ共に令和37年（2055年）に向けて増加

➡ 今後も相対的には人口の減少幅が小さいとはいえ、若者が微減し、高齢者が大幅に
増加、特別区に対して過重な負担を強いるのである。

終末期医療提供
体制の整備在宅医療の促進

高齢単身世帯の
さらなる増加

地縁の希薄化

特別区は決して羨望の対象ではない



3.3 インフラ・公共施設、公共交通
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インフラ・公共施設、公共交通

インフラ・
公共施設

公共施設等における一斉の大規模修繕・更新に伴う財政的負担膨大
• 高度成長期における集中かつ、“質より量的”な公共施設整備
➡ 平成30年（2018年）から令和19年（2037年）まで毎年

約1600億円、合計で約3.2兆円
➡ 小・中学校の5割以上が築45年超

新規の公共施設等整備
• “若者は微減、高齢者が大幅に増加”
➡ 公共施設等の新規整備も問題

“既存公共施設等の維持・更新と新規整備、「二重の課題」”
＊ 公共施設等の更新にかかる財政負担の軽減と平準化

➡ 民間の力の活用
＊ 将来的な人口動態等の社会経済状況変化を踏まえた整備

➡ 行政サービスの需要を考慮、施設の統廃合、再配置
＊ 公共施設等の維持管理業務を担う職員体制の構築

➡ 今後10年間で職員が大量退職、技術職員の補充
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インフラ・公共施設、公共交通

公共交通

鉄道利用比率の高さ
• 4割以上が交通手段として鉄道を利用、その割合は年々上昇傾向
• 高齢者の移動手段として、自転車の高い利用率
➡ 自動車依存度が低く、高齢免許保有者が増加による免許自主

返納が進行

「公共交通不便地域」 の解消が課題
＊ 自転車に関連する交通事故等の大幅な増加
＊ 交通手段を失う高齢者への対応

➡ バス運転手不足などによるコミュニティバス路線の充実
➡ スクールバスとの連携、MaaS 導入の検討など
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公共施設等の改築経費推計
• 公共施設等の大規模改修や更新時期が一斉に訪れることで、特別区に過大な財政負担

出所：東京都「平成28年度 市町村公共施設状況調査結果」（2017年12月）

特別区における公共施設の改築経費推計
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小中学校
• 特に、小・中学校については、保有面積で見れば、その5割以上が築45年を超えており、

全国平均よりも突出して老朽化が進行

出所：特別区長会「不合理な税制改正に対する特別区の主張（令和元年度版）（2019年10月）」

特別区における公立小中学校の経年別保有面積
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公共施設インフラ施設の更新費用積算
• 特別区では、公共施設等の新規整備も問題
• 既存公共施設等の維持・更新と新規整備という「二重の課題」

出所：東京都「平成28年度 市町村公共施設状況調査結果」（2017年12月）

特別区における公共施設投資金額推移および住民一人あたり投資額
（単位：百万円、％） （単位：千円）

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比
1 総務費 26,386 8.1 26,095 8.1 56,744 13.1 35,468 9.0 31,297 6.7 1 2.9 2.9 6.2 3.9 3.4

うち庁舎等 11,045 3.4 11,300 3.5 32,698 7.6 16,902 4.3 10,778 2.3 1.2 1.3 3.6 1.8 1.2
2 民生費 48,427 14.8 42,071 13.0 59,260 13.7 59,277 15.0 75,003 16.0 2 5.4 4.7 6.5 6.4 8.1

うち保育所 17,999 5.5 19,886 6.2 29,219 6.8 25,950 6.6 33,093 7.1 2.0 2.2 3.2 2.8 3.6
3 衛生費 6,129 1.9 7,764 2.4 6,872 1.6 4,903 1.2 4,931 1.1 3 0.7 0.9 0.8 0.5 0.5

うち清掃費 911 0.3 1,665 0.5 2,582 0.6 1,675 0.4 3,140 0.7 0.1 0.2 0.3 0.2 0.3
4 農林水産業費 34 0.0 63 0.0 85 0.0 24 0.0 24 0.0 4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
5 土木費 136,488 41.7 133,203 41.3 168,362 38.9 161,331 40.9 195,931 41.8 5 15.2 14.8 18.5 17.5 21.1
(1) 道路 27,075 8.3 27,928 8.7 28,919 6.7 31,787 8.1 35,017 7.5 (1) 3.0 3.1 3.2 3.5 3.8
(2) 橋りょう 5,108 1.6 5,055 1.6 5,756 1.3 5,412 1.4 7,251 1.5 (2) 0.6 0.6 0.6 0.6 0.8
(3) 都市計画 93,956 28.7 90,998 28.2 119,405 27.6 103,469 26.2 131,536 28.1 (3) 10.5 10.1 13.1 11.2 14.1

うち街路 22,258 6.8 19,909 6.2 16,951 3.9 17,182 4.4 19,861 4.2 2.5 2.2 1.9 1.9 2.1
うち公園 31,864 9.7 19,689 6.1 32,705 7.6 34,639 8.8 39,828 8.5 3.6 2.2 3.6 3.8 4.3

(4) 住宅 7,862 2.4 6,328 2.0 10,708 2.5 15,003 3.8 18,595 4.0 (4) 0.9 0.7 1.2 1.6 2.0
(5) その他 2,487 0.8 2,893 0.9 3,574 0.8 5,660 1.4 3,531 0.8 (5) 0.3 0.3 0.4 0.6 0.4
6 教育費 100,245 30.6 102,090 31.6 124,856 28.9 118,222 30.0 142,648 30.4 6 11.2 11.3 13.7 12.8 15.3
(1) 小学校費 43,208 13.2 41,426 12.8 61,398 14.2 63,509 16.1 77,385 16.5 (1) 4.8 4.6 6.7 6.9 8.3
(2) 中学校費 29,973 9.2 32,370 10.0 24,919 5.8 26,572 6.7 33,223 7.1 (2) 3.3 3.6 2.7 2.9 3.6
(3) 幼稚園費 2,333 0.7 1,631 0.5 2,236 0.5 2,564 0.7 3,203 0.7 (3) 0.3 0.2 0.2 0.3 0.3
(4) 社会教育費 11,519 3.5 10,503 3.3 11,244 2.6 10,630 2.7 12,491 2.7 (4) 1.3 1.2 1.2 1.2 1.3
(5) その他 13,212 4.0 16,162 5.0 25,060 5.8 14,946 3.8 16,345 3.5 (5) 1.5 1.8 2.8 1.6 1.8
7 その他 9,801 3.0 11,364 3.5 16,074 3.7 15,065 3.8 18,752 4.0 7 1.1 1.3 1.8 1.6 2.0

327,509 100.0 322,650 100.0 432,252 100.0 394,289 100.0 468,585 100.0 36.5 35.8 47.5 42.8 50.4

平成24年
度

平成25年
度

平成26年
度

平成27年
度

平成28年
度

8,966,891 9,016,342 9,102,598 9,205,712 9,302,962

その他
合            計 合            計
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社会教育費
その他
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住宅

注：数値は、普通建設事業費補助事業費及び単独事業費の特別区計で、特別区決算状況調査による。 注：各年度の住民基本台帳登載人口等から算出した。
表示単位未満を四捨五入し、端数処理を行っていないため、計、構成比、増減率が一致しないことがある。 年度

住民基本台帳登載人口
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民生費
うち保育所
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衛生費

平成28年度区      分 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度



24

職員数構成比
• 現時点では、公共施設等の維持管理・更新に関わる職員は一定数確保されている状況
• 特別区では、今後10年間で職員が大量退職するため、技術職員の補充は重要な課題
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出所：国土交通省社会資本整備審議会・交通政策審議「今後の社会資本の維持管理・更新のあり方について答申」（2013年12月）を基に日本総研作成
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公共交通
• 三大都市圏、地方都市圏と比べ、鉄道の利用率が高い
• 特別区においては、高齢者の移動手段として、自転車の利用率が高い

地域・年齢階層別
移動交通手段構成比 特別区における交通特性値

出所：国土交通省「全国都市交通特性調査」を基に日本総研作成
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公共交通
• 東京都では、高齢化に伴い、高齢者の免許保有者が増加している一方で、相対的に自動車

依存度が低いこともあり、運転免許の自主返納が進みつつある

東京都における65歳以上の
免許保有者数推移

東京都における65歳以上の
免許申請取消者（自主返納）数の推移

出所：警視庁「運転免許統計」を基に日本総研作成
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3.4 空間管理、治安・防災
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空間管理、治安・防災

空間管理
53万戸を超す空き家の存在、所有者不明土地の増加
• 賃貸用住宅における空き家、所有者不明土地と細分化による弊害化
➡ 老朽化したマンションの増加
➡ 高齢者所有による土地相続問題の顕現化
➡ 公共事業、災害復興の円滑な実施

治安・防災

首都直下地震、自然災害への対応
• 61万戸におよぶ建物が全壊・焼失、最大で2.3万人が死亡
• 膨大な数の避難生活者が発生
➡ 発災後1日で約150万人、2週間後で約330万人

• 巨大な台風や地球温暖化に伴う激しい豪雨
➡ 江東5区、「海抜ゼロメートル地帯」
＊ 膨大な数の避難生活者、帰宅困難者への対応
＊ 被害を最小限に抑えるための災害に強いまちづくり
＊ 住民の防災意識、行動

治安 人間関係の希薄化により、地縁に依存した防犯活動の限界
➡ 犯罪凶悪化への対応

財政が厳しくなる中、救急搬送体制の大幅拡充は困難
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空間管理
• 特別区には、53万戸を超す空き家が存在していると推計、特に、賃貸用の住宅において

空き家の数が多くなっている
➡ 所有者不明土地、あるいは細分化され権利関係が複雑なため、利活用が難しい土地が

今後増加すると予想される
特別区における空き家数

出所：「平成30年 住宅・土地統計調査」を基に日本総研作成

1.二次的住宅 2.賃貸用
の住宅

3.売却用
の住宅

4.その他
の住宅

木造 50,100 800 4,400 11,500 33,400

非木造 5,200 200 700 900 3,400

木造 94,600 1,200 77,800 1,200 14,400

非木造 423,200 4,100 324,300 17,600 77,200

一戸建

長屋建・共同住宅
・その他

特別区部

空き家数（戸）

空き家の種類
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防災
• 首都直下地震（マグニチュード7クラス）の発生確率は、今後30年以内に70％程度
• 具体的な被害想定としては、61万戸におよぶ建物が全壊・焼失し、最大で2.3万人が死

亡、経済的被害もおよそ95兆円にのぼるとの試算

首都圏における首都直下地震の被害想定

出所：東京大学生産技術研究所「首都直下地震の被害想定」
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参考

出所：江東5区広域避難推進協議会「江東5区大規模水害ハザードマップ」（2018年）

江東5区における大規模水害発生時の
浸水想定区域図（浸水深）

江東5区における大規模水害発生時の
浸水想定区域図（浸水継続時間）
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防災
• 首都直下地震が発生した場合、膨大な数の避難生活者が発生
• 特別区では、発災後1日でおよそ150万人、2週間後でおよそ330万人もの避難者
• 発災後1カ月を経過してなお、180万人もの人々が避難を強いられると想定

首都直下地震発生後の避難者数

出所：内閣府中央防災会議「首都直下地震の被害想定と対策について（最終報告）」（2013年12月）
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強いまちづくり

☑ 住民の防災意識向上と防災行動
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治安
• 新たな形態の犯罪が増加し、都市部では、地縁の希薄化などにより未然防止率・検挙率は

低下傾向を示す可能性

東京都における振り込め詐欺件数

出所：東京都「特殊詐欺認知状況」を基に日本総研作成
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3.5 労働・産業
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労働・産業

労 働
生産年齢人口は630万人余り、令和12年（2030年）に646万人
• 若年生産年齢人口は、令和12年（2030年）を迎える前に減少
➡ 相対的には恵まれているものの、高齢者1人当たりの現役世代の

比率も確実に下降
➡ 「騎馬戦型社会」から「肩車型社会」へ
＊ 現労働市場における未活躍層の取り込み、労働力化
＊ 職場におけるダイバーシティ・マネジメントの促進
＊ 既存の労働者の生産性向上の試み

産 業

突出した企業集積の下、製造業集積地における事業所の減少と活発な
新規開業による新たな企業集積化
• 技術力の高い製造業事業所の件数が大幅に減少（例：墨田区）
• 都心区におけるIT系ベンチャー企業の集積や、企業の都心回帰
➡ 企業集積の衰退と成長
＊ 強みを生かした産業振興施策による製造業の衰退を食い止め
＊ 新たな集積化に向けた起業の促進
＊ 既存集積と新たな集積による相乗的な施策
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労働
• 特別区の生産年齢人口は630万人余り、令和12年（2030年）に646万人と最大に達成
• 生産年齢人口全体としては、令和12年（2030年）まで増加、一方で、若年から働き盛りの

生産年齢人口については、令和12年（2030年）を迎える前に減少に転じる
特別区における生産年齢人口

（15～64歳）の推計
特別区における年齢別
生産年齢人口の見通し

出所：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成30（2018）年推計）」を基に日本総研作成
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労働
• 特別区は、全国的な動向からすれば相対的には恵まれているものの、高齢者1人当たりの

現役世代の比率も確実に下降
➡ 全国的には、現役世代3人程度で高齢者1人を支える「騎馬戦型社会」から、現役世代1人程度で

高齢者1人を支える「肩車型社会」が到来
➡ 特別区においても、歩みが多少遅いだけであって、確実に「肩車型社会」に向かう

特別区・全国における高齢者一人当たり現役世代比率

出所：本調査における人口推計データを基に日本総研作成
注：全国の値は、内閣府「高齢化白書」（平成29年）より引用
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産業
• 特別区においては、日本の他の都市と比較して、圧倒的な産業集積が生じている

特別区における事業所数・従業者数

出所：統計局「平成26年 経済センサス」を基に日本総研作成
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産業
• 従来、産業集積の恩恵をもたらしてきた製造業事業所が減少する一方で、

活発な新規開業により新たに企業集積が顕現化
➡ 墨田区、大田区、荒川区、葛飾区、江戸川区において、減少数が大きい
➡ 他方、渋谷区や港区をはじめとした都心区において、高い開業率

出所：東京都産業労働局「東京の産業と雇用就業 2019」

特別区内における製造業事業所減少数
（2003年→2015年）

経済センサスベース市区町村別開業率
（2014年～2016年）

出所：東京都産業労働局「東京の産業と雇用就業」を基に日本総研作成



3.6 自治体行政の課題
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自治体行政の課題

自治体
行政の
課題

行政サービス水準の維持に向けた職員数増への対応
• 平成20年度（2008年度）から平成30年度（2018年度）までの
10年間で、一般職の職員数を約10.1％（6,283人）削減
➡ 人口増加と行政サービス水準の維持
＊ 今後の10年間で職員の大量退職
＊ 若年労働力の減少下、優秀な職員を継続的に確保・育成

厳しい財政状況下におけるサービス提供方法の見直し
• 高齢化の進展に伴う扶助費の増加、災害対応やインフラ更新等の
財政需要拡大
➡ 従来と同様のサービス提供方法を維持することはもはや不可能
＊ AIやロボティクスの活用による業務の効率化・標準化
＊ 長期的な視点から職員の確保・育成方法や税財政を展望する必要
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職員数
• 特別区は、平成20年度（2008年度）から平成30年度（2018年度）までの10年間で、一般職

の職員数を約10.1％（6,283人）削減
• 現行の行政サービス水準を維持するためには、令和37年（2055年）の段階で、1,500人程度の

職員増を見込まなければならない。

出所：特別区人事委員会「特別区職員の構成」を基に日本総研作成
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歳入・歳出
• 高齢化の進展に伴って扶助費は確実に増加し、災害対応やインフラ更新等の財政需要が拡大して

いくことが見込まれる
• 特別区は、令和37年（2055年）を待たずに、厳しい財政状況に直面することが想定

出所：公益財団法人特別区協議会「特別区の統計」を基に日本総研作成
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歳入・歳出

出所：公益財団法人特別区協議会「特別区の統計」を基に日本総研作成
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4. 総 括
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総 括

特別区は、全国の動向とは異なり、高齢化のペースが相対的に遅い
令和37年（2055年）を見据えた特別区の将来像は、ソフトとハード両面の需要が他の地域とは量的にも
質的にも異なる形で顕在化、決して楽観視できるものではない
• 高齢者人口の絶対量の増加は、医療・介護ニーズが長期にわたり増加し続けていくことを意味
• インフラ・公共施設や都市整備の面では、各種施設の更新に加え、新規需要の考慮が必要
• 首都直下地震をはじめとする大規模災害への備え

令和37年（2055年）に向けて、需要に対応する供給力を十分に確保することができないという
「供給の危機」に直面する可能性が高い
• 生産年齢人口は減少、生産活動や行政運営に必要とされる担い手は絶対的に不足

2040研究会の第一次報告では、「若者を吸収しながら老いていく東京圏」
➡ 特別区を中心とする東京圏に若者を供給してきた地方圏における若年人口が減少
➡ 人材供給源を失った特別区では、公共私を問わず各種サービスの供給力が低下、社会経済活動の

深刻な縮退への懸念

「2055年問題」の深刻さを認識した上で、
「供給の危機」への備えを万全にしておくことが必要


